
子供の医療費 高校卒業までの医療費完全無料化へあと一歩（2023年8月）

自治体名 対象年齢 所得制限 自己負担 実施時期
実施

市町村数

県基準
中学生終了の
年度末まで

父または母460万円
以内

0歳、非課税世帯以外は
１千円上限で自己負担

2016年10月

1 鹿角市 18歳年度末 なし なし 2016年8月

2 小坂町 18歳年度末 なし なし 2016年8月

3 三種町 18歳年度末 なし なし 2016年8月

4 八峰町 18歳年度末 なし なし 2016年8月

5 藤里町 18歳年度末 なし なし 2017年4月 1

6 北秋田市 18歳年度末 なし なし 2018年8月

7 にかほ市 18歳年度末 なし なし 2018年8月

8 井川町 18歳年度末 なし なし 2019年4月

9 上小阿仁村 18歳年度末 なし なし 2019年8月

10 八郎潟町 18歳年度末 なし なし 2019年8月

11 東成瀬村 18歳年度末 なし なし 2019年8月

12 五城目町 18歳年度末 なし なし 2020年4月

13 大仙市 18歳年度末 なし なし 2020年8月

14 美郷町 18歳年度末 なし なし 2021年8月

15 由利本荘市 18歳年度末 なし なし 2021年10月

16 男鹿市 18歳年度末 なし なし 2022年8月

17 潟上市 18歳年度末 なし なし 2022年8月

18 仙北市 18歳年度末 なし なし 2022年8月

19 大潟村 18歳年度末 なし なし 2022年8月

20 羽後町 18歳年度末 なし なし 2022年8月

21 湯沢市 18歳年度末 なし なし 2022年10月

22 能代市 18歳年度末 なし なし 2023年8月

23 横手市 18歳年度末 なし なし 2023年8月

24 秋田市 18歳年度末
父または母460万円

以内
0歳、非課税世帯以外は
１千円上限で自己負担

2023年8月

25 大館市 18歳年度末
父または母460万円

以内
0歳、非課税世帯以外は
１千円上限で自己負担

2023年8月
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2023年12月市町村議会陳情



小坂町 意見書





2024/1/9現在

№ 自治体名 採択状況 備考
意見
書提
出

採択月日

1 秋田市 × 2023年12月21日

2 能代市 ● 2023年12月20日

3 横手市 ● ○ 2023年12月13日

4 大館市 ● ○ 2023年12月7日

5 男鹿市 × ? 2023年12月19日

6 湯沢市 ▲ 2023年12月25日

7 鹿角市 〇 2023年12月22日

8 由利本荘市 ● 2023年12月18日

9 潟上市 ● 2023年12月28日

10 大仙市 ● 2023年12月19日

11 北秋田市 ● 2023年12月21日

12 にかほ市 ● 〇 2023年12月12日

13 仙北市 ★ 秋田県令和6年実施表明のため取り扱わないこととした。

14 小坂町 ● 〇 2023年12月7日

15 上小阿仁村 ● 〇 2023年12月7日

16 藤里町 ● 〇 2023年12月12日

17 三種町 × 12/8の新聞報道で願意実現が見込まれるため 2023年12月15日

18 八峰町 2024/3月議会で審査

19 五城目町 ● 秋田県令和6年実施表明のため意見書提出は無し 無 2023年12月15日

20 八郎潟町 ● 2023年12月15日

21 井川町 ● 〇 2023年12月11日

22 大潟村 ★ 秋田県令和6年実施表明のため取り扱わないこととした。 無 2023年12月8日

23 美郷町 ● 〇 2023年12月14日

24 羽後町 ● 〇 2023年12月11日

25 東成瀬村 ● 2023年12月26日

秋田県に対して「子供の医療費助成を中学から高校卒業まで引き上げ」を求める
意見書提出の陳情書子供の医療費県助成陳情結果

陳情採択１８市町村（72％）、不採択３（12％）、決まったので審議なし２
（8％）、継続審査１（4％）2023年8月）、次期議会審議１（4％）でした。



半世紀５０年の運動を振り返ってみる
●１９７４年４月１日（ｓ49）乳幼児（2歳未満）医療費無料化はじまる。（小畑知事）

★1961年はじまっ岩手沢内村乳幼児医療費無料化、その後の岩手、青森ど運動に学び、秋田では
1972年10月乳幼児医療費無料化の県条例制定直接請求運動開始し、2月署名数35,691筆を小畑知事に
提出し、1974年に乳幼児医療費ついに無料化を勝ち取りました。1975年外来2歳未満 入院3歳未満
無料化に拡大させる

●１９７９年１２月（ｓ５４）幼乳幼児、老人に所得制限提案（佐々木知事）
★1980年1月、乳幼児医療費無料化をまもる会結成。小児科医の協力のもと、母親連絡会、退職婦人
教職員協議会、新日本婦人の会、民医連、医労協など多くの団体が参加。市町村議会に陳情。69市
町村中51議会（73％強）県政史上にない陳情採択。知事は①老人については国の基準に100万円上乗
せ。乳幼児については児童手当の国の所得制限より上回る基準とする。

●１９８２年老人保健法施行。老人医療費有料化に。（佐々木知事）
国は地方自治体がおこなっている上乗せ福祉を撤廃するよう強く求める。
★1981年11月、秋田市、大館市、横手市、本荘市、二ツ井町、井川町などで所得制限しないとの成
果勝ち取る。1981年11月11日千秋会館にて。秋田の医療と福祉をよくする会（秋田県社保協の前
進）が結成、４つの要望を掲げ、議会陳情、市町村交渉、講演・学習会、調査活動が多くの団体が
協力して日常運動が開始される。国の保険制度改悪が進む中で制度改善はなかなか進まない状況と
なる。

●２０００年未就学児の医療費無料化（寺田知事）
★2000年、少子化対策をうたって未就学児の医療費無料化に踏み切った寺田知事は、2004年12月、
子育て支援の経済政策の見直し発表そのなかで、「乳幼児医療費無料化制度を廃止。2005年6月医療
費の半額負担と上限千円を自己負担」にする。さらに2006年少子化対策を理由に「子育てと教育新
税」を提案。乳幼児医療費助成制度の維持を求めるネットワーク」（新婦人、県労連など4団体）が
提出した「見直しやめて」市町村議会の陳情の採択相次ぐ。署名は1万2千名を集約。新税反対には
「子育て・教育を考えるネット」が結成される。県議選候補者66人にアンケート実施回答あった41
人中「反対が40人、どちらでもないは1人」圧倒的に反対が上回る。2007年県議選。9月県議会で全
会一致で「新税に反対」の請願可決される。12/14知事「新税」断念表明。

●２０１２年小学校卒業まで医療費無料化（佐竹知事）

●２０１６年中学校卒業まで医療費無料化
●２０２４年高校卒業まで医療費無料化

★激しい人口減少、貧困と格差、に対して県新婦人はじめ県保険医協会、県労連、県社保協などが地方議員
と連携し、市町村当局要請や議会陳情を繰り返し、粘り強く運動し医療費無料化を実現してきた。





国保ペナルティも１８歳まで廃止（２０２４年度）はチャンス










